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Ⅰ  事業の目的・方法 

緩和ケアが「Universal health coverage」の一環として、すべての生命に危険のある疾患や

重篤な疾患（Serious Illness）を持つ患者とその家族に提供されるべきであることが世界的

な共通認識となりつつある。わが国ではがんを中心に緩和ケアが実践されてきたが、近年が

ん以外の領域においても先駆的な取り組みが見られ、さらなる普及が望まれている。本事業

はその中でも救急・集中治療領域に焦点を当てたものである。救急・集中治療領域における

緩和ケアの実践によって、入院期間および集中治療室（Intensive Care Unit: ICU）滞在期間

の短縮、患者が希望しない延命治療の減少、家族の精神的苦痛の軽減などの効果があること

が報告されており、医療者のバーンアウトのリスク軽減にも効果が期待されている。欧米で

は、緩和ケアは救急・集中治療領域において重要な要素であると認識されつつあり、ケアシ

ステムの構築や実践状況の評価を目的とした医療者対象の実態調査が行われている。しか

しながら、わが国において救急・集中治療領域の緩和ケアに焦点を当てた全国規模の実態調

査は行われておらず、どのような現状にあるか明らかになっていない。そこで、救急・集中

治療領域における緩和ケアの実践状況と医師・看護師の認識を明らかにすることを目的と

し、全国の集中治療部門と救命センターを対象として、郵送による自記式質問紙調査を実施

した。  

 

Ⅱ 事業の内容・実施経過 

【医師調査】 

・ICU 579 施設、救命センター 294 施設、計 873 名を対象に質問紙調査を実施した。 

・436 名から回答を得た。(回収率:49％) 内訳：ICU287 名(回収率 50％)、救命センター

143 名(回収率 49%) 

・記述統計を算出した。 

 

【看護師調査】 

・全国の救急認定看護師、集中ケア認定看護師、急性・重症患者看護専門看護師 計 742 名

を対象に、質問紙調査を実施した。 

・回収率は 51.8%(384 通)であった。（2021 年 1 月 5 日現在） 

・記述統計を算出した。 



 

Ⅲ 事業の成果 

【医師調査：調査結果（抜粋）】 

・WHO の緩和ケアの定義について、72%(n=315)が“知っていた”“少し知っていた”と回答

した。 

・94％(n=411)が基本的緩和ケアを強化するべきだと考えていたが、40％(n=176)は緩和ケ

アに関連するトレーニングを受けていなかった。 

・89％(n=386)が緩和ケアチーム(以下、PCT)と連携を強化すべきだと考えていたが、年間

のコンサルテーションの実施件数は、0 件が 45％(n=197)、10 件以上が 6％(n=28)であっ

た。 

・以下の緩和ケアが適切に実施されていると回答した医師の割合は、身体症状の緩和（36％、

95％信頼区間［CI］32-41）、情報提供（32％、95％CI 28-37）、心理的苦痛の緩和（25％、

95％CI 21-29）、集中治療後症候群（PICS）の予防（20％、95％CI 17-24）であった。ICU

に入室した患者に対して常に緩和ケアスクリーニングを行っていると回答した参加者はわ

ずか 4％（95％CI 2-6）であった。緩和ケアの対象者を決定する方法として最も多かったの

は、「臨床医の経験による予後予測」（54％、95％CI 50～59）であった。参加者の 31％（95％

CI 27-36）が、どの患者に緩和ケアが必要かを決定するために用いられる明確な方法はない

と回答した。症状管理に関する標準的なプロトコルが全くない」と回答したのは 54％であ

った。終末期の症状管理や気管内チューブの抜去を含む人工呼吸からの終末期の離脱に関

する標準的なプロトコルがあると答えたのは 5％未満であった。  

・調査結果から、わが国では、緩和ケアの普及、並びに集中治療への統合が不十分であると

考えられた。ICU 入室患者の QOL 向上には，緩和ケアスクリーニングや多職種カンファ

レンスの実施，症状管理や 生命維持治療の差し控え・中止に関する標準プロトコルの作成，

集中治療医に対する基本的緩和ケアの教育が有効であると考えられた。  

 

Ⅳ  今後の課題 

わが国の集中治療室において、緩和ケアの普及は十分ではなく、緩和ケアが適切に実施でき

ていると回答した医師は 20−36％であった。緩和ケアを必要とする患者のスクリーニング

は殆ど行われておらず、また、終末期を含む患者の症状緩和プロトコールが整備されている

割合はごくわずかだった。 

しかしながら、救急・集中治療領域の医師・看護師ともに、緩和ケアに関する教育のニーズ

が高く、PCT との連携を望む一方で、タイムリーにコンサルテーションが行えない現状が

明らかとなった。教育の機会の確保、PCTとの連携システムの構築の必要性が示唆された。 

今後は患者・家族を対象とした救急・集中治療領域における緩和ケアの実態調査、スクリー

ニングなどのシステムの開発、集中治療領域で働く医師・看護師を対象とした基本的緩和ケ

ア教育プログラムの開発と実施、ケアの質評価などが必要である。 
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